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Ⅰ はじめに 

 

 本県では、平成１２年の地方自治法の改正に伴い、それまで要綱により補助金

として交付されていた県政調査研究費交付金に代わって、議員提案により「群馬

県政務調査費の交付に関する条例」が制定され、平成１３年４月から各会派に対

して政務調査費（現：政務活動費）が交付されることとなりました。 

 政務活動費は、地方議員の調査研究活動や政策立案活動の質を高め、議会の機

能を充実強化させるために不可欠のものですが、一方で、公費で支給される経費

であることから、各会派及び各議員にはその執行が適切なものであることを説明

する責任が求められております。 

 このため、本県議会では、平成２１年度、全ての支出に係る領収書等の証拠書

類の議長への提出を義務づけるとともに、各会派間及び各議員間の統一的な運用

基準としてこの「群馬県政務活動費マニュアル」を策定しました。 

 その後も、適正な運営やさらなる透明性の向上に向け、平成２３年度には使途

項目の整理、平成２７年度には宿泊費の定額制や調査雑費の廃止及び収支報告書

のホームページへの公開、平成２９年度には全ての支出に係る領収書等の証拠書

類のホームページへの公開、令和元年度には宿泊を伴う調査・視察等に係る報告

書の提出の義務化など、様々な改正に取り組んできました。 

さらに今回、チェック機能を強化するため上半期分の証拠書類を 11 月末まで

に提出し確認を受けることを制度化するとともに、透明性向上のため領収書等の

証拠書類について原則として原本を提出することとしたほか、収支報告書等を訂

正する際の根拠となる規定を新たに設けました。 

 群馬県議会の各会派及び議員各位におかれては、改定後のこのマニュアルに基

づき、引き続き政務活動費の適切な運用に努められるとともに、政務活動費の活

用により、さらに群馬県議会議員の調査研究活動や政策立案活動が充実され、も

って議会の活性化が図られることを期待します。 

 

 

 令和６年３月 

                     群馬県議会議長 安孫子 哲 
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Ⅱ 基本的な考え方 

 

１ 政務活動とは 

 政務活動とは、本県条例において「会派及び議員が実施する県政の課題及び県民の意

思を把握し、県政に反映させる活動その他の住民福祉の増進を図るために必要な活動」

とされており、これに要する経費（政務活動費）の使途基準として、条例別表に次のよ

うな活動が定められている。 

 

（１）政策調査研究活動 

   県政の課題、議会で審議する案件等について調査研究を行う活動 

主な例   

①視察の実施・参加 ②研修・講演会等の実施・参加 ③外部への調査研究委託 

④調査研究資料の作成・購入 ⑤県有施設等の現地調査  

⑥行政機関等に対する要望活動 

 

 

（２）政策立案活動 

   政策や方針を立案及び発信するため、会派内又は会派間において意見交換や意見調  

整等を行う活動 

主な例   

①会派会議の開催・出席 ②会派間での調整会議の開催・出席 ③議員連盟等への参加 

 

 

（３）広聴活動 

   県民、政治家、行政関係者、各種団体等との意見交換、情報収集等を行う活動 

主な例   

①住民要望の聴取及び意見交換のための会議の開催・出席 

②国・県・市町村議員等との意見交換会等の開催・出席 

③各種団体との意見交換会等の開催・出席 

④県職員等行政関係者からの意見聴取 ⑤県民からの相談や要望の聴取 

⑥インターネットによる意見聴取 ⑦アンケート調査の実施 

 

 

（４）広報活動 

   県民等に対して行う広報活動 

主な例   

①県政報告紙（誌）の発行 ②ホームページ等インターネットによる広報 

③県政報告会の開催・出席 ④街頭、広報車等による広報活動 

 

 

（５）補助的活動 

 政務活動を実施するための補助的、経常的な活動 

主な例   

①県民等の接遇 ②事務所の設置・維持 ③情報の収集・連絡 ④資料の作成・整理 

⑤証拠書類の整理・集計 
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２ 政務活動費の透明化 

  政務活動の内容を客観的にわかりやすくするとともに、政務活動費の使途の透明化を

図ることが肝要である。 

 このため、全ての支出について、その根拠となる証拠書類の整理・保管を義務づける

こととし、関係証拠書類の集約化を図り、政務活動の一覧性を高めることにより、県民

の理解を容易にするとともに、書類整備の合理化に資することとする。 

 

 

３ 政務活動費の充当 

  政務活動費を充当する基本原則は、次のとおりとする。 

 

（１）実費弁償 

①政務活動費は、政務活動に実際に要した経費（実費）に充当することを原則とする。 

 

②配偶者、被扶養者、同居者など生計を一にする者に支出することはできない。ま

た、自らが代表者・役員等の地位にある法人に対する支出は、実費弁償ではないとみ

な されるおそれがあるため、慎重な対応を要する。 

 

（２）社会通念上妥当な範囲内 

①政務活動費は、議員の職務の一環として行う政務活動のために支出する経費であり、

社会通念上妥当な範囲のものでなければならない。 

 

（３）資産形成 

①不動産、自動車等の高額な物品の購入に充当することはできない。 

 

②政務活動のために必要な事務所の造作を行う以外は、事務所の改修、改造費用など

資産価値を高めたり、資産形成につながる支出に充当することはできない。 

 

（４）案分 

①一般に議員の活動においては、政務活動とその他の議員活動（政党活動、後援会活

動等）が混在する場合がある。この様な場合は、合理的に説明できる場合はその割合

で、合理的に説明することが困難な場合は原則として 1/2 を上限とする割合で適切に

案分するものとする。 

 

（５）関係書類の整理・保管 

①会派及びその所属議員は、活動記録簿や証拠書類等の整理、保管を行わなければな

らない。 

 

②外部団体等への調査委託、常用雇用職員（概ね１年以上継続して雇用される労働者

及び採用時から１年以上継続して雇用されると見込まれる労働者）の雇用、事務所の

借り上げ、自動車や高額備品のリースなどについては、契約書を作成しなければなら

ない。 

 

（６）会派から議員への委託 

①会派の所属議員が個々に行う政務活動に政務活動費を充当する場合は、会派から所

属議員に対し、政務活動に関する包括的あるいは個別的な調査依頼の手続きを行うこ

とが望ましい。 
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②会派は所属議員の支出に係る領収書等の証拠書類をもとに、使途基準に合致してい

ることを確認すること。 

 

（７）公職選挙法等の他法令に抵触しない支出に充当すること 

①政務活動の一環として、飲食を伴う会議や会合等を開催する場合には、十分留意す

る必要がある。 

 

②政務活動の一環として、選挙区内の各種団体等が主催する会議・会合等に参加する

場合、会費制の会議、会合等における会費以外の支出を行うことは、公職選挙法で禁

止された寄附に該当する。 

 

 

４ 政務活動費としての支出が不適当な例 

 政務活動は広範にわたるものであるが、主たる目的や内容が政務活動と認められない

次のような活動には、政務活動費を充当しないこととする。 

 ただし、政務活動とその他の活動（政党活動、後援会活動等）が混在する場合、案分

の考え方により政務活動にあたる部分について充当することができる。 

 

（１）政党活動経費 

主な例   

①政党活動・県連（政党等）活動費用、政党地域支部活動費用 

②政党の広報紙・パンフレット・ビラ等の印刷及び発送料 

③政党事務所の設置維持経費、政党組織の人件費 

④党費、党大会経費（賛助金、参加費、参加旅費） ⑤会派の役員経費 

⑥政治資金規正法に定められている政治資金パーティーへの参加費 

 

 

（２）選挙活動経費 

主な例   

①選挙等にあたっての各種団体への支援依頼活動経費 

②選挙ビラ作成経費、その他選挙活動費 

 

 

（３）後援会活動経費 

主な例   

①後援会の広報紙・パンフレット・ビラ等の印刷及び発送料 

②後援会主催の県政報告会等の開催経費 

 

 

（４）私的活動経費 

主な例   

①慶弔費等（見舞金、香典、祝金、餞別、寸志、中元・歳暮、慶弔電報、年賀状等） 

②冠婚葬祭経費（葬儀、祝賀会、結婚式、祭り等） 

③宗教活動経費（団体会費、檀家総代会、報恩講、宮参り等） 

④観光、レクリエーション、私的旅行、親睦会等に係る経費 
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（５）個人の立場で加入している団体などに対する会費 

主な例   

①町内会費 ②公民館費 ③壮年会費 ④PTA 会費 ⑤婦人会費 ⑥スポーツクラブ会費 ⑦

商工会費 ⑧同窓会費 ⑨老人クラブ会費 ⑩ライオンズクラブ・ロータリークラブ会費等 

 

 

（６）交際費的経費 

主な例   

①議会内の親睦団体（野球同好会、ゴルフ同好会等）の会費 

②他の議員の後援会や祝賀会に出席する会費、③議員同士による懇談会の経費 

 

 

（７）意見交換を伴わない、挨拶・会食やテープカットだけの出席経費 

主な例   

①各種団体等の総会における挨拶だけの出席 

②町内会・老人クラブ、青年団、壮年会、婦人会等の会合の会食だけの出席 

③県有施設、県道等の起工式や竣工式のテープカットだけの出席 

 

 

（８）公職選挙法やその他の法令等の制限に抵触する事項に係る経費 

主な例   

①公職選挙法第 199 条の２の寄附に該当する経費（お茶及びお茶うけを超える飲食の提供、

食事の提供） 

 

 

（９）私的財産の形成につながる経費 

主な例   

①事務所として使用する不動産の購入、建築工事費 

②政務活動に使用する自動車の購入費 

③政務活動に直接必要としない備品の購入費（絵画、冷蔵庫、衣服等） 

 

 

(10)団体の活動総体が政務活動に寄与しない団体に納める会費 

主な例   

①多額の還付金が生じる議員連盟の年会費 

②会食代等が主な充当先である団体の年会費 

 

 

(11)生計を一にする親族等への支出 

主な例   

①自宅（生計を一にする親族名義を含む）を事務所としている場合の賃借料 

②生計を一にする親族に係る人件費 

 

 

(12)社会通念上の妥当性を超えた経費 
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Ⅲ 使途基準と使途項目別留意事項  

 

 １ 使途基準（群馬県政務活動費の交付に関する条例 別表）  

 

分 類  

 

項   目  

 

内      容  

 

主   な   例  

 

政  

策  

調  

査  

研  

究  

・  

政  

策  

立  

案  

活  

動  

費  

 

調 査 研 究 費  

 

 

 

 

 

政 務 活 動 と し て 行 う 視 察 、 研 修 等 の 実

施 及 び こ れ ら へ の 参 加 、 外 部 へ の 調 査

研 究 委 託 、 行 政 機 関 等 に 対 す る 要 望 活

動 等 に 要 す る 経 費  

 

 

交 通 費 、宿 泊 費 、食 事 代 、レ ン タ カ ー・バ

ス 借 上 代 、調 査 先 入 場 料 、調 査 先 へ の 土 産

代 、傷 害 保 険 料 、通訳・翻 訳・速 記 代 、講

師 等 謝 礼 、会 場・機 器 等 借 上 代 、看 板 代 、

茶 菓 代 、会 費 、参 加 費 、資 料 購 入 費、資 料

作 成 費 、 調 査 研 究 等 委 託 費 等  

会 議 費  

 

 

 

 

 

 

 

政 務 活 動 と し て 開 催 し 、 又 は 出 席 す る

会 派 内 又 は 会 派 間 の 会 議 等 に 要 す る 経

費  

 

 

 

 

 

交 通 費 、宿 泊 費 、食事 代 、通 訳・翻 訳・速

記 代 、講 師 等 謝 礼、会 場・機 器 等 借 上 代 、

看 板 代 、茶 菓 代 、資 料 購 入 費 、資 料 作 成 費

等  

 

 

 

 

 

広  

聴  

・  

広  

報  

活  

動  

費  

 

 

 

 

 

 

広 聴 費  

 

 

 

政 務 活 動 と し て 行 う 各 種 団 体 等 と の 意

見 交 換 、行 政 関 係 者 か ら の 意 見 聴 取 、県

民 か ら の 相 談 や 要 望 の 聴 取 、 ア ン ケ ー

ト 調 査 等 に 要 す る 経 費  

交 通 費 、宿 泊 費 、食 事 代 、会 場・機器 等 借

上 代 、看板 代 、茶 菓 代 、資 料 購 入 費、資 料

作 成 費 、ア ン ケ ー ト 調 査 費 、各 種 団 体 と の

意 見 交 換 会 等 に 必 要 な 会 費 等  

広 報 費  

 

 

 

 

政 務 活 動 と し て 行 う 広 報 紙（ 誌）、ホ ー

ム ペ ー ジ 等 の 作 成 ・ 発 行 等 に 要 す る 経

費  

 

 

広 報 紙（ 誌 ）・政 務 活動 報 告 書 等 の 印 刷・

製 本 代 、原 稿 料 、委 託 料 、デ ザ イ ン 代、写

真 代 、コ ピ ー 代、は が き 代 、新 聞 折 込 代 、

送 料 、ホ ー ム ペ ー ジ 等 作 成 管 理 委 託 料・保

守 料 等  

県 政 報 告 等  

活 動 費  

 

 

政 務 活 動 と し て 行 う 県 政 報 告 会 、 街 頭

広 報 等 に 要 す る 経 費  

 

 

交 通 費 、会 場・機 器 等 借 上 代 、看 板代 、茶

菓 代 、資料 購 入 費 、資 料 作 成 費 、通訳・速

記 代 、機 材 費 、自 動 車 借 上 代 、道 路 使 用 許

可 申 請 手 数 料 等  

 

活  

動  

補  

助  

費  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 件 費  

 

政 務 活 動 の た め 雇 用 す る 職 員 及 び 臨 時

職 員 等 に 要 す る 経 費  

給 料 、賃金 、各 種 手 当 、社 会 保 険 料、負 担

金 等  

事 務 費 ・ 事  

務 所 費  

 

 

 

 

 

政 務 活 動 の た め 必 要 な 事 務 並 び に 事 務

所 の 設 置 及 び 維 持 に 要 す る 経 費  

 

 

 

 

 

事 務 用 品 購 入 費 、備 品 購 入 費 、通 信 費 、光

熱 水 費 、備 品 等 修 理 費 、事 務 機 器 リ ー ス・

保 守 料 、 運 搬 費 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 接 続 経

費 、来 客用 茶 菓 代 、賃 借 料 、管 理 費、仲 介

手 数 料 、礼 金 、清 掃・修 繕 等 維 持 管 理 費 、

政 務 活 動 に 必 要 な 造 作 費 、 負 担 金 等  

資 料 購 入 ・  

作 成 費  

 

 

 

政 務 活 動 の た め 日 常 的 に 必 要 な 資 料 の

購 入 及 び 作 成 に 要 す る 経 費  

 

 

 

書 籍・報 告 書 等 購 入 費 、ビ デ オ テ ー プ・Ｄ

Ｖ Ｄ・Ｃ Ｄ － Ｒ Ｏ Ｍ 等 購 入 費 、有 料 デ ー タ

ベ ー ス 代、コ ピ ー 代 、印 刷・製 本 代、原 稿

料 、写 真代 、パ ネ ル 代 、新 聞・雑 誌 購 読 料 、

辞 典 辞 書 ・ 法 令 集 等 購 入 費 等  

交 通 費  

 

 

 

政 務 活 動 の た め 日 常 的 に 必 要 な 交 通 費  

 

 

 

電 車 代 、バ ス 代 、タ ク シ ー 代 、高 速 道 路 料

金 、駐 車 場 代 、ガ ソ リ ン 代 、自 動 車 の 維 持

管 理 費 、 自 動 車 リ ー ス 料 等  
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２ 使途項目別留意事項 

分 類 政策調査研究・政策立案活動費 項 目 調査研究費 

１ 内 容 

 政務活動として行う視察、研修等の実施及びこれらへの参加、外部への調査研究委託、

行政機関等に対する要望活動等に要する経費 

２ 対象となる経費 

  ①交通費、②宿泊費、③食事代、④レンタカー・バス借上代、⑤調査先入場料、⑥調 

査先への土産代、⑦傷害保険料、⑧通訳・翻訳・速記代、⑨講師等謝礼、⑩会場・機器 等

借上代、⑪看板代、⑫茶菓代、⑬会費、⑭参加費、⑮資料購入費、⑯資料作成費、⑰ 調

査研究等委託費など 

３ 対象となる活動 

 (1)現地調査、先進地視察及び行政関係者からの説明聴取など 

 (2)研修会、講演会、勉強会及び研究会など 

 (3)調査研究の外部研究機関への委託など 

 (４)行政機関等に対する要望活動など 

４ 留意事項 

 (1)交通費 

  ①留意事項については、「活動補助費・交通費」の留意事項を適用する。 

  ②公共交通機関利用については、群馬県議会の委員会調査の例にならい充当する。 

  ③自動車利用については、「活動補助費・交通費」に一括して計上することができる。 

 

 (2)宿泊費 

  ・次の表の額を上限として実費を充当できる。ただし、会議主催者による宿泊場所の指定

など特別な理由がある場合は、指定された額等を限度として充当できる。 

 

 宿 泊 費 

県内調査 １４，９００円 

県外調査 １６，５００円 
 

  

・政務活動費の充当対象は宿泊費のみとし、食事代には充当できない。ただし、宿泊施設

から提供される通常の朝食・夕食については、宿泊費に含めて充当できる。  

 ・国外調査にあっては、国家公務員等の指定職の職務にある者の旅費の例にならい宿泊 

費の上限を 25,700 円とする。 
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 (3)食事代 

  ・政務活動のため主催又は参加する視察、研修等と一体性のある飲食等の経費に充当で

きる。 

  ・経費は、社会通念上妥当な範囲とし、次の表の額を上限として充当できる。 

    

 

 

 

 

＊二次会等の経費、視察・研修等の一部として行うには不適切な場所（ｽﾅｯｸ・ﾊﾞｰ・ 

  ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ等）における経費には充当できない。 

   ＊議員同士の懇親会など、懇親・親睦や飲食を主目的する場合には充当できない。 

    ＊公職選挙法に抵触する場合は充当できない。 

 

 一人１回当たり 

会議等における弁当代 3，0００円 

会合等における飲食 5，0００円 

 (4)調査先への土産代 

  ・社会通念上妥当な金額の範囲内で充当できる。 

 (5)茶菓代 

  ・社会通念上妥当な金額で、公職選挙法に抵触しない範囲であること。 

 (6)会費、参加費 

 ・議員が政務活動に係る意見交換や情報収集等を目的として加盟する各種団体の会費、

会合等への参加費及びこれに類するものに充当できる。 

 *意見交換を伴わない場合や懇親・親睦、飲食を主目的とする場合には充当できない。 

 ・視察、研修等に参加する場合で、交通費、宿泊費、食事代などの諸経費が一括計上さ 

れ、その内訳が明確でないときは、全額を参加費とすることができる。なお、その経費 

は社会通念上妥当な金額の範囲内とする。 

・視察、研修等に参加する場合は、政務活動費としての支出が不適当な経費が含まれな

いよう慎重な対応を要する。 

(7)資料購入費 

・趣味、娯楽等に係る書籍の購入については、政務活動との関連に十分留意し慎重に対

応すること。 

・書籍を購入した場合は、領収書等に購入した書籍名を記載させるか、実績報告の「活動

内容（支出内容）」欄等に書籍名を記載すること。 

５ 整理保管すべき書類 

 (1)宿泊を伴う視察・研修等については、日時・場所・相手方・実施者氏名・調査目的・行

程・調査の概要及び成果等を記載した活動記録（調査・視察等報告書）を作成し、議長あて

に提出するものとする。 

 (2)契約書等の関係書類を整理保管しなければならない。 
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分 類 政策調査研究・政策立案活動費 項 目 会 議 費 

１ 内 容 

  政務活動として開催し又は出席する会派内又は会派間の会議等に要する経費 

２ 対象となる経費 

  ①交通費、②宿泊費、③食事代、④通訳・翻訳・速記代、⑤講師等謝礼、⑥会場・機器

等借上代、⑦看板代、⑧茶菓代、⑨資料購入費、⑩資料作成費など 

３ 対象となる活動 

  会派内・会派間の会議・会合などの開催又は出席 

４ 留意事項 

 (1)会議等は、社会通念上適切な会場、時間、費用とすること。 

 (2)政党活動・後援会活動としての会議・会合には充当できない。 

 (3)会議には、講師やオブザーバー等を招き意見交換を行う場合を含む。 

 (4)議員以外の者が参加して意見交換を行う場合は、「広聴費」に計上する。 

 (5)交通費 

  ①留意事項については、「活動補助費・交通費」の留意事項を適用する。 

  ②公共交通機関利用については、群馬県議会の委員会調査の例にならい充当する。 

  ③自動車利用については、「活動補助費・交通費」に一括して計上することができる。 

 (6)宿泊費 

  ・次の表の額を上限として実費を充当できる。ただし、会議主催者による宿泊場所の指定

など特別な理由がある場合は、指定された額等を限度として充当できる。 

 

 宿 泊 費 

県内調査 １４，９００円 

県外調査 １６，５００円 
 

  

・政務活動費の充当対象は宿泊費のみとし、食事代には充当できない。ただし、宿泊施設

から提供される通常の朝食・夕食については、宿泊費に含めて充当できる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-9-



  

 

 (7)食事代 

  ・政務活動のため主催又は参加する会議等と一体性のある飲食等の経費に充当できる。 

  ・経費は、社会通念上妥当な範囲とし、次の表の額を上限として充当できる。 

 

 一人１回当たり 

会議等における弁当代 ３，０００円 

会 合 等に おけ る飲食 ５，０００円 
 

    

＊二次会等の経費、視察・研修等の一部として行うには不適切な場所（ｽﾅｯｸ・ﾊﾞｰ・ 

  ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ等）における経費には充当できない。 

   ＊議員同士の懇親会など、懇親・親睦や飲食を主目的する場合には充当できない。 

    ＊公職選挙法に抵触する場合は充当できない。 

 

 (8)茶菓代 

  ・社会通念上妥当な金額で、公職選挙法に抵触しない範囲であること。 

５ 整理保管すべき書類 

   当該会議等について、日時・場所・行程・参加者・目的等を記載した活動記録を作成 

し、整理保管しておくことが望ましい。 
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分 類 広聴・広報活動費 項 目 広 聴 費 

１ 内 容 

 政務活動として行う各種団体等との意見交換、行政関係者からの意見聴取、県民から

の相談、要望の聴取、アンケート調査等に要する経費 

２ 対象となる経費 

 ①交通費、②宿泊費、③食事代、④会場・機器等借上代、⑤看板代、⑥茶菓代、⑦資料

購入費、⑧資料作成費、⑨アンケート調査費、⑩各種団体との意見交換会等に必要な会費

など 

３ 対象となる活動 

 (1)各種団体や県民等との意見交換や相談、要望の聴取等を目的として参加又は開催する 

会議・会合など 

 (2)県民等へのアンケート調査など 

４ 留意事項 

 (1)政務活動として、各種団体が開催する意見交換会等に議員が参加するために必要な会

費に充当できる。 

 (2)県民から個別に相談や要望を聴取する場合も充当できる。 

 (3)交通費 

  ①留意事項については、「活動補助費・交通費」の留意事項を適用する。 

  ②公共交通機関利用については、群馬県議会の委員会調査の例にならい充当する。 

  ③自動車利用については、「活動補助費・交通費」に一括して計上することができる。 

 (4)宿泊費 

  ・次の表の額を上限として実費を充当できる。ただし、会議主催者による宿泊場所の指定

など特別な理由がある場合は、指定された額等を限度として充当できる。 

  

 

 

 

 

 

・政務活動費の充当対象は宿泊費のみとし、食事代には充当できない。ただし、宿泊施設

から提供される通常の朝食・夕食については、宿泊費に含めて充当できる。  

 

 宿 泊 費 

県内調査 １４，９００円 

県外調査 １６，５００円 

 

 

  

-11-



 

(5)食事代 

  ・政務活動のため主催又は参加する会議等と一体性のある飲食等の経費に充当できる。 

  ・経費は、社会通念上妥当な範囲とし、次の表の額を上限として充当できる。 

 

 一人１回当たり 

会議等における弁当代 ３，０００円 

会 合 等に おけ る飲食 ５，０００円 

 

＊二次会等の経費、視察・研修等の一部として行うには不適切な場所（ｽﾅｯｸ・ﾊﾞｰ・ 

  ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ等）における経費には充当できない。 

   ＊議員同士の懇親会など、懇親・親睦や飲食を主目的する場合には充当できない。 

    ＊公職選挙法に抵触する場合は充当できない。 

 (6)茶菓代 

  ・社会通念上妥当な金額で、公職選挙法に抵触しない範囲であること。 

 (7)アンケート調査費 

 ・アンケート調査を行うために必要な資料作成費、郵送料、委託料等に充当できる。 

 (8)各種団体との意見交換会等に必要な会費 

 ・各種団体が主催するもので、議員が政務活動に係る意見交換や情報収集等を目的とし

て参加する会合等の会費及びこれに類するものに充当できる。 

 ・経費は，社会通念上妥当な範囲とし、一人１回当たり１０，０００円を上限として充 

当できる。 

   ＊意見交換を伴わない場合や懇親・親睦、飲食を主目的とする場合には充当できない。 

   ＊公職選挙法の寄附に当たる場合は充当できない。 

５ 整理保管すべき書類 

 (1)当該会合等について、日時・場所・行程・参加者・目的等を記載した活動記録を作成 

し、整理保管しておくことが望ましい。 

 (2)契約書等の関係書類を整理保管しなければならない。 
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分 類 広聴・広報活動費 項 目 広 報 費 

１ 内 容 

  政務活動として行う広報紙（誌）、ホームページ等の作成・発行等に要する経費 

２ 対象となる経費 

  ①広報紙(誌)・政務活動報告書等の印刷・製本代、②原稿料、③委託料、④デザイン代、

⑤写真代、⑥コピー代、⑦はがき代、⑧新聞折込代、⑨送料、⑩ホームページ等作成管理

委託料・保守料など 

３ 対象となる広報紙(誌)の要件 

 (1)会派又は議員が作成・発行するもので、主に県民を対象とし、県政に関連した内容で 

あること。 

 (2)広報紙(誌)の配布場所は、主として県内であること。ただし、配布方法は問わない。 （郵

送、新聞折込、街頭・事務所等での配布、ポスティング等） 

４ 留意事項 

 (1)県民からの意見・要望等を受け付けるための電話番号、電子メールアドレス等を記載 

すべきである。 

 (2)政務活動とその他の活動とが混在する場合は、その構成割合に応じて充当する。 
 

  ＊合理的に説明できる割合の例 

 紙(誌)面の面積・分量等の合理的な方法により、政務活動とその他の議員活動（政党

活動・後援会活動等）の内容を案分する。 

 

                       政務活動を内容とする面積・分量等 

     案分割合（％）＝ 紙(誌)面の総面積・総分量等         

 

 (3)年賀状等のあいさつ状、慶弔電報等には充当できない。 

５ 整理保管すべき書類 

 (1)当該発行又は作成した広報紙(誌)については、見本（説明資料用）として整理保管し て

おくことが望ましい。 

 (2)契約書等の関係書類を整理保管しなければならない。 
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分 類 広聴・広報活動費 項 目 県政報告等活動費 

１ 内 容 

  政務活動として行う県政報告会、街頭広報等に要する経費 

２ 対象となる経費 

  ①交通費、②会場・機器等借上代、③看板代、④茶菓代、⑤資料購入費、⑥資料作成 

費、⑦通訳・速記代、⑧機材費、⑨自動車借上代、⑩道路使用許可申請手数料など 

３ 対象となる活動の例 

 (1)県政報告会、政策講演会、対話集会など 

 (2)街頭・駅前や広報車での活動など 

４ 留意事項 

 (1)交通費 

  ①留意事項については、「活動補助費・交通費」の留意事項を適用する。 

  ②公共交通機関利用については、群馬県議会の委員会調査の例にならい充当する。 

  ③自動車利用については、「活動補助費・交通費」に一括して計上することができる。 

 (2)茶菓代 

  ・社会通念上妥当な金額で、公職選挙法に抵触しない範囲であること。 

 (3)機材費、自動車借上代 

 ・広報車の看板の記載内容は、公職選挙法に抵触しない範囲であるとともに、会派の名 

称を記載すること。 

５ 整理保管すべき書類 

 (1)当該活動等について、日時・場所・参加者・目的等を記載した活動記録を作成し、整 

理保管しておくことが望ましい。 

 (2)契約書等の関係書類を整理保管しなければならない。 
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分 類 活動補助費 項 目 人 件 費 

１ 内 容 

  政務活動のため雇用する職員及び臨時職員等に要する経費 

２ 対象となる職員等 

  常用雇用の職員及び一時雇用の臨時職員（アルバイト等） 

３ 対象となる費用 

 

雇用主 対象となる費用 支  払  先 

会 派 又

は議員 

 

○給料 

○賞与 

○各種手当（扶養手当、住居手当、通

勤手当等） 

職員等本人 

 

○社会保険料等のうち雇用主負担分 

（健康・介護・厚生年金保険料等） 

社会保険事務所等 

 

会 派 又

は 議 員

以 外 の

者 

 

○負担金等 

（雇用主と会派又は議員との間で締

結する協定等に基づく政務活動への

従事分に係る経費） 

職員等の雇用主 

（会派又は議員が直接、当該職員等の

雇用主とはならないため、経費の支払

先は雇用主となる） 
 

４ 留意事項 

  配偶者、被扶養者、同居者など生計を一にする者に支出することはできない。 

５ 整理保管すべき関係書類 

 雇用形態があり、政務活動に従事していることを客観的に示す書類を整理保管しなけ

ればならない。 

６ 人件費の案分 

 

職員等の従事形態 対象となる費用 政務活動費として支出できる額 

 

会派又は議員が雇用する者

で専ら政務活動の場合 

給料 

賞与 

各種手当 

社会保険料 

 

人件費の全額 

 

会派又は議員が雇用する者

でその他の議員活動が混在

する場合 

人件費のうち合理的に説明できる割合

又は 1/2 を上限とする適切な額 

会派又は議員以外の者が雇

用する場合 

負担金等 

 

人件費のうち合理的に説明できる割合

又は 1/2 を上限とする適切な額 
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分 類 活動補助費 項 目 事務費・事務所費 

１ 内 容 

  政務活動のため必要な事務並びに事務所の設置及び維持に要する経費 

２ 対象となる経費 

 ①事務用品購入費、②備品購入費、③通信費、④光熱水費、⑤備品等修理費、⑥事務機 

器リース・保守料、⑦運搬費、⑧インターネット接続経費、⑨来客用茶菓代、 

 ⑩賃借料、⑪管理費、⑫仲介手数料、⑭礼金、⑮清掃・修繕等維持管理費、⑯政務活動 

に必要な造作費、⑰負担金など 

３ 対象となる事務所の要件 

 (1)事務所としての外形上の形態を有していること（○○事務所等の看板・表示等）。 

 (2)事務所としての機能（事務スペース、応接スペース、事務用備品等）を有しているこ 

と。 

 (3)事務所が会派の支部事務所等として位置付けられていること。 

４ 留意事項 

（事務費関係） 

 (1)備品購入費 

・政務活動に必要な備品については、「６ 事務費・事務所費の案分」に記載したとおり

に充当できる。 

・10 万円を超える備品については、資産形成につながるとの誤解を招かぬよう、慎重な

対応が必要となる。なお、取得価格 30 万円を超える備品については充当できない。 

 ・備品購入は、資産形成につながるとの誤解を招かぬよう、慎重な対応が必要となる。 

 ・更新、買換えは、適切なサイクルによること。 

 ・備品の管理は適切に行うこと。 

 ・案分による場合は、購入と維持管理及び修理に係る案分割合は原則として同一とする。 

 (2)光熱水費（電気、ガス、水道） 

 ・当該事務所が自宅、会社の一部などの場合、別メーターや子メーターの設置又は別回 

 線とすることが望ましい。 

 (3)通信費 

 ・固定電話のほか携帯電話にも充当できる。 

 (4)来客用茶菓代 

 ・県民等からの相談や要望等を聴取するために必要な場合は充当できる。 

 ・社会通念上妥当な金額で、公職選挙法に抵触しない範囲であること。 
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（事務所費関係） 

 (1)議員本人及び生計を一にする親族等からの賃借は認められない。 

 (2)事務所の購入には充当できない。 

 (3)管理費としてセキュリティに要する経費に充当できる。 

 (4)政務活動に必要な清掃・修繕等の経費に充当できる。 

 (5)敷金等、解約時等に返還される性格のものには充当できない。 

 (6)造作は政務活動に必要なものに充当できるが、資産形成につながるとの誤解を招かぬ

ような対応が必要となる。 

 (7)会社等が事業用に借りている事務所を利用する場合には、その会社等に負担金として

支払う。 

５ 整理保管すべき書類 

  契約書等の関係書類を整理保管しなければならない。 

６ 事務費・事務所費の案分 

 

*当該事務所が後援会事務所や政党事務所等を兼ねるなど、政務活動とその他の議員活動

とが混在する場合は、合理的に説明できる割合又は 1/2 を上限とする割合で適切に案分

した額について充当できる。 

区分 事務・事務所運営の実態 政務活動費として支出できる額 

 

事 

 

務 

 

費 

 

事 

務 

所 

費 

専ら政務活動の場合 経費の全額 

その他の議員活動が混在する場合 

 

経費のうち合理的に説明できる割合 

又は 1/2 を上限とする適切な額 

 
私的活動が混在する場合（自宅経費

と分離できない場合） 

経費のうち合理的に説明できる割合 

又は 1/4 を上限とする適切な額 
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分 類 活動補助費 項 目 資料購入・作成費 

１ 内 容 

  政務活動のため日常的に必要な資料の購入及び作成に要する経費 

２ 対象となる経費 

 ①書籍・報告書等購入費、②ビデオテープ・DVD・CD-ROM 等購入費、③有料デー

タベース代、④コピー代、⑤印刷・製本代、⑥原稿料、⑦写真代、⑧パネル代、⑨新聞・

雑誌購読料、⑩辞典辞書・法令集等購入費など 

３ 留意事項 

 ①図書券、図書カードの購入には充当できない。 

 ②新聞・雑誌を議員が事務所等で政務活動のため購入する場合は、原則として１紙(誌)当

たり１部とする。 

 ③政務活動に必要な範囲で政党機関紙(誌)の購入に充当できる。 

④趣味、娯楽等に係る書籍の購入については、政務活動との関連に十分留意し慎重に対

応すること。 

  ⑤書籍を購入した場合は、領収書等に購入した書籍名を記載させるか、実績報告の「活動

内容（支出内容）」欄等に書籍名を記載すること。 

４ 整理保管すべき書類 

 ・契約書等の関係書類を整理保管しなければならない。 
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分 類 活動補助費 項 目 交 通 費 

１ 内 容 

  政務活動のため日常的に必要な交通費 

２ 対象となる経費 

 (1)公共交通機関利用：①電車代 ②バス代 ③タクシー代など 

 (2)自動車利用：①高速道路料金 ②駐車場代 ③自動車使用料など 

３ 留意事項 

 (1)費用弁償との関係 

  議員が別に費用弁償を受ける場合（本会議、委員会等に出席する場合及び委員会調査 

等による出張等）には充当できない。 

 (2)政策調査研究・政策立案、広聴・広報の各活動に必要な交通費（航空運賃、電車代、 レ

ンタカー・バス借上代等）は、それぞれの活動項目の交通費に分類する。 

 (3)公共交通機関利用 

 ①電車代、バス代 

 ・Suica（スイカ）、共通バスカード等のプリペイド式カードを利用する場合は、履歴 の

印字又は使用区間、運賃等を記録し、領収書に代わる書類とする必要がある。 

 

 ※ 公共交通機関利用について、「別記様式第７号の２ 政務活動費支払証明書（交通

費）」により支払を証明する場合は、「活動補助費（交通費）」に一括して計上するこ

とができる。 

 

 ②タクシー代 

 ・タクシーを利用する合理的な理由があり、社会通念上妥当な範囲のものとする。 

 ・タクシーを利用した場合は、領収書に利用区間を記載するとともに、行き先、目的等 

を記載した記録を作成しておくことが望ましい。 

 (4)自動車利用 

 ①高速道路料金 

 ・高速道路を利用した場合は、領収書に利用区間を記載するとともに、行き先、目的等 

を記載した記録を作成しておくことが望ましい。 

 ・ＥＴＣを利用した場合は、インターネットによるＥＴＣ利用照会サービスによる利用 

証明書を保存しておくことが望ましい。 

 

 ②駐車場代 

 ・政務活動に自動車を使用した場合における、一時的な駐車場の利用料とする。 

 

 ③自動車使用料 

・政務活動に自動車を使用する場合は、会派毎又は議員毎に A 又は B いずれかの方法を

選択し充当できる。なお、原則として選択した方法を年度の途中で変更することはでき

ない。 
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 Ａ：走行距離により算出する方法 

  １km 当たり 37 円（自動車の維持管理費用等を含む）を走行距離に乗じて算出する。 

 

 Ｂ：実費精算による方法 

(１)自動車をリースした場合 

ア 給油代金 

 政務活動に使用した自動車の給油代金については、1/2 を上限に充当できる。 

 

イ 自動車リース料 

 政務活動に使用する自動車を借り上げる場合には、議員一人につき１台までリー

ス料の 1/2 を上限に充当できる。なお、リース期間満了後の所有権移転は認めな

い。 

 

ウ 自動車の維持管理費 

 政務活動に使用した自動車の日常の維持管理費用（自動車諸税、車検費用、自賠

責保険、オイル等の消耗品）については、リース契約にこれらのものが含まれない

場合に限り、1/2 を上限に充当できる。なお、任意保険料や事故処理費用に係る経

費には充当できない。 

 

(２)自動車をリースしない場合 

 ア 給油代金 

 政務活動に使用した自動車の給油代金については、1/2 を上限に充当できる。 

 

 イ 自動車の維持管理費 

 政務活動に使用した自動車の日常の維持管理費用（自動車諸税、車検費用、自賠

責保険、オイル等の消耗品）については、1/2 を上限に充当できる。なお、任意

保険料や事故処理費用に係る経費には充当できない。 

 

※ 活動補助費以外の自動車利用についても、「活動補助費（交通費）」に一括して計

上することができる。 

４ 提出・整理保管すべき書類 

 (1)自動車使用料を走行距離により算出する場合は、走行距離を実測して自動車使用記録

簿を作成し議長に提出しなければならない。 

 (2)公共交通機関（電車・バス等）の経費を「別記様式第７号の２ 政務活動費支払証明書

（交通費）」により証明する場合は、公共交通機関利用記録簿を作成し議長に提出しなけ

ればならない。 

 (3)契約書等の関係書類を整理保管しなければならない。 
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Ⅳ 交付制度 

 

１ 本県の交付制度 

 (1)趣旨（条例第 1 条） 

 地方自治法に基づき議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部と

して交付する。 

参 考   

①地方自治法第 100 条第 14 項、第 15 項及び第 16 項 

 

 (2)交付対象（条例第２条） 

  議会の会派（所属議員が一人の場合も含む。）に対して交付する。 

参 考   

①政務活動費の交付を受けようとする会派は、代表者及び政務活動費経理責任者を定め、

「会派結成届」を議長に提出する。 

②届け出た事項に異動が生じたときは「会派異動届」を、会派を解散したときは「会派解

散届」を議長に提出する。 

 

 (3)交付額（条例第３条） 

  月の初日における所属議員数を基に、月額 30 万円を乗じて得た額とする。 

参 考   

①月の途中において所属議員に変更があった場合は、次の月から新たな所属議員数に基

づき交付額を調整する。 

 

 (4)交付方法（条例第７条） 

  四半期毎の交付とし、毎四半期の最初の月に口座振替により交付する。 

参 考   

①毎四半期の最初の月（４月・７月・10 月・１月）の 10 日までに「政務活動費請求書」

により知事に請求する。 

②１四半期途中の、会派の結成、所属議員数の異動、会派の消滅に伴う政務活動費の交付

及び返還は速やかに行う。 

 

 (5)使途基準（条例第８条） 

  政務活動費は、別表に定める使途基準に従い使用しなければならない。 

参 考   

①条例別表 
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 (6)収支報告書（条例第９条） 

  収支報告書には、政務活動費による支出に係る証拠書類として、領収書、その 他支

出を明らかにする書類を添付する。 

参 考   

①当該年度の終了の日の翌日から起算して 30 日以内（４月 30 日まで）に議長に提出

する。 

②会派が消滅した場合は、消滅した日の属する月（消滅した日が月の初日の場合は、前

月）までの収支報告書を消滅した日の翌日から起算して 30 日以内に議長に提出す

る。 

③収支報告書に添付する証拠書類（規程第６条） 

 (ｱ)別記様式第６号「実績報告」 

 (ｲ)別記様式第６号の２「実績報告（宿泊調査）」 

 (ｳ)別記様式第７号「支払証明書」 

 (ｴ)別記様式第７号の２「支払証明書（交通費）」 

 (ｵ)別記様式第７号の３「支払証明書（宿泊調査）」 

 (ｶ)別記様式第７号の４「支払証明書（使途項目ごと、原則月ごとの集計）」 

④証拠書類は原本の添付を原則とする。なお、原本の返却を受ける必要がある場合には、

返却を申し出ることができる。 

 

 (7)議長の調査（条例第 10 条） 

  議長は、適正な運用を期すため、必要に応じ調査を行う。 

 

 (8)残余額の返還（条例第 11 条） 

  政務活動費に残余がある場合は、返還しなければならない。 

参 考   

①県の出納閉鎖（５月 31 日）までに返還する。 

 

 (9)収支報告書等の保存及び閲覧（条例第 12 条） 

  議長は、収支報告書等を提出すべき期間の末日の翌日から起算して 5 年を経過する日 

まで保存し、閲覧に供する。 

参 考   

①会派の政務活動費の経理責任者は、会計帳簿を調製し、証拠書類を整理保管し、５年

を経過する日まで保存しなければならない。 

②議長に提出された収支報告書等は、議会事務局が保有する公文書となり、群馬県情報

公開条例に基づく開示請求の対象となる。 

③収支報告書等の閲覧は、提出すべき期間の末日の翌日から起算して 60 日を経過した

日の翌日（７月１日）からすることができる。 

 

 

(10)証拠書類の確認 

   各会派は、条例第９条に定める収支報告書提出のほか、４～９月の支出に係る証拠書

類を 11 月末日までに議長に提出し、支出内容等の確認を受ける。 
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２ 事務処理の流れ 

議 員 会 派 議 長 知事(議会事務局長) 

    

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①会派結成届 
会派変更届 
会派解散届 

④政務活動費請求書 

※４半期毎の 10 日まで 

②会派等の通知 ③交付決定 

⑤政務活動費交付 

（口座振込） 

政務活動に充当 

ア 政務活動の依頼 イ 政務活動 

ウ 調査費の請求 エ 調査費の支払 

オ 民間業者等への経費支出 

カ 調査結果報告 
領収書等の提出 

キ 調査結果集計 
  収支報告書作成 

⑧収支報告書 
※年度終了 30 日以内 

⑨収支報告書の受理 

※必要に応じ調査 
⑩額の確定 

⑪残余額の返還 
※出納閉鎖まで 

証拠書類の整理保管 

※5年を経過する日まで 

⑫収支報告書の閲覧 
※提出期限の 60 日後 

⑦上期分証拠書類の

内容確認 

⑥上期分証拠書類 
※11 月末日まで 
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Ⅴ 証拠書類等 

 
 議長に提出する「収支報告書」、「政務活動費による支出に係る証拠書類（領収書、その他
支出を明らかにする書類）」の取扱いは、次のとおりとする。 
 

１ 提出様式及び記載例 
 ①収支報告書 
 ②政務活動費実績報告 記載例：その１（広聴費）、その２（広報費）、その３（交通費） 
 ③政務活動費支払証明書 
 ④政務活動費支払証明書（使途項目ごと、原則月ごとの集計） 
 ⑤政務活動費支払証明書（交通費） 
  ⑥政務活動費実績報告（宿泊調査） 
 ⑦政務活動費支払証明書（宿泊調査） 
 

２ 証拠書類 
 (1)領収書、領収書と同等に扱うもの 
 ①領収書 

・領収書に記載されるべき事項 
 ア 年月日 
 イ 金額 
 ウ 使途（「ただし、○○代として」など、何に支出されたか分かる記載） 
 エ 発行者 
 オ 宛名（会派名又は議員名） 

 
 ②領収書と同等に扱うもの 
  レシート、口座振込記録（ATM 利用明細）、口座引落記録（預金通帳）等 
 ※原則として領収書を徴するものとする。 
 
 ③実績報告 
 ア 領収書等に使途、宛名など①に掲げた事項の一部が記載されていない場合は、実績報告

の余白に補記すること。 
 イ 実績報告の活動内容（支出内容）欄には、具体的な内容を記載すること。 
 ウ 案分した場合には、備考欄に積算方法を記載すること。 
 エ 領収書等は、実績報告の領収書等貼付欄に貼り付けし、議長に提出するものとする。 
 
 (2)支払証明書 

走行距離により自動車使用料を算出する場合、公共交通機関（電車・バス等）を利用する
場合及び領収書を徴収することが困難な場合等にあっては、会派代表者による支払証明書を
もって証拠書類とすることができる。 

「別記様式第７号の２ 政務活動費支払証明書（交通費）」により支払を証明する場合は、
自動車使用記録簿、公共交通機関利用記録簿を添付するものとする。 

 
 ※参考様式及び記載例（各会派において様式を参考に調製する） 
 ①政務活動依頼書 
 ②政務活動費会計帳簿 
 ③雇用契約書 
 ④職員従事協定書 
 ⑤勤務実績表 
 ⑥自動車使用記録簿 
  ⑦公共交通機関利用記録簿 
 ⑧政務活動記録簿 
 ⑨調査・視察等報告書 
 

④証拠書類は原本の添付を原則とする。なお、原本の返却を受ける必要がある場合には、返
却を申し出ることができる。 
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提出様式① 記入例 

別記様式 

                                  （その２） 

 

○○年度政務活動費収支報告書 

 

            会派名 ○○○○○○○○○○ 

 

１ 期  間     ○○年○○月○○日 ～ ○○年○○月○○日 

 

２ 収  入     政務活動費  ７２，０００，０００ 円 

 

３ 支  出 

                               （単位：円） 

 
分  類 

 
項  目 

 
支  出  額 

 
備     考 

 
政政 
策策 
立調 
案査 
活研 
動究 
費・ 

 
調査研究費 

 

 
２６，８０２，０００ 

 

 

 

 

 
会 議 費 

 

 
２，４６０，０００ 

 

 

 

 

 
広 
聴 
･ 
広 
報 
活 
動 
費 

 
広 聴 費 

 

 
６，３１２，０００ 

 

 

 

 

 
広 報 費 

 

 
７，８１２，０００ 

 

 

 

 

 
県 政 報 告 等 活 動 費 

 

 
４，２９６，０００ 

 

 

 

 

 

活 

動 

補 

助 

費 

 

 

人 件 費 ６，７２０，０００ 
 

 

事務費・事務所費 １１，７６８，４００ 
 

 

資 料 購 入 ・ 作 成 費 １，５１３，２００ 
 

 

交 通 費 ４，３１６，４００ 
 

 

 

   合   計 

 

 

７２，０００，０００ 

 

左記のほか、４２，５００円を政

務活動のために支出 

４ 残  余                    ０ 円 

 

・政務活動費の交付額を上回る証拠書類を添付した場合には、政務活動費を充当できな

かった金額を合計の備考欄に記載することができる。 

-25-



提出様式② 記入例その１（広聴費） 

  

 別記様式第６号（第５条関係） 

 

整理番号 

 

 

 

 

政務活動費 実績報告 

 

活 動 内 容 

(支出内容) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜懇談会名＞ 

 ○○○○協会との懇談会 

    

＜日時・場所＞ 

 ○○年○○月○○日  

 ○○○○会館 

 

＜内容＞ 

 ○○○○協会と意見交換会を行った 

 

 

 

 

 

 

 使途項目 

 

（○で囲む。） 

 

 

政策調査研究・政策立案活動費 

 

広聴・広報活動費 

 

活動補助費 

 

１ 調査研究費 

２ 会議費 

 

 

 

３ 広聴費 

４ 広報費 

５ 県政報告等活動費 

 

 

６ 人件費 

７ 事務費・事務所費 

８  資料購入･作成費 

９ 交通費 

支出年月日  ○○年○○月○○日 支  出  額  ○，○○○円 

備考(案分等) 
 

 

領収書等貼付欄 

 

 

 

 

 領  収  書 

                                               ○○年○○月○○日 

   ○○○○ 様 

 

 金額 ○，○○○ 円 

ただし、○／○ 意見交換会会費として 

上記の金額を領収しました。 

                

                住所 ○○市○町○丁目○番○号 

                氏名 ○○○○法人 ○○○○協会  

  

 

 

 

印

-26-



提出様式② 記入例その２（広報費） 

別記様式第６号（第５条関係） 

 

整理番号 

 

 

 

 

政務活動費 実績報告 

 

活 動 内 容 

(支出内容) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜内容＞ 

 ○○県議団 県議会広報 第○号の印刷代 

    

＜配布方法等＞ 

 ○○年○○月○○日 ○○公民館 

 県政報告会にて配布 

 

 ○○年○○月○○日に新聞折込にて配布 

 部数：４，０００枚 

 

 

 

 

 

 

 使途項目 

 

（○で囲む。） 

 

 

政策調査研究・政策立案活動費 

 

広聴・広報活動費 

 

活動補助費 

 

１ 調査研究費 

２ 会議費 

 

 

 

３ 広聴費 

４ 広報費 

５ 県政報告等活動費 

 

 

６ 人件費 

７ 事務費・事務所費 

８  資料購入･作成費 

９ 交通費 

支出年月日  ○○年○○月○○日 支  出  額  ○○，○○○円 

備考(案分等)  

領収書等貼付欄 

 

 

 

 領  収  書 

○○県議団 代表 ○○○○ 様 

金額 ○○，○○○ 円 

ただし、○○県議団 県議会広報 第○号 印刷代として 
上記の金額を領収しました。 

  

       ○○年○○月○○日                   

               住所 ○○市○○町○丁目○番○号 

            ○○○○株式会社 

                        

             氏名 代表取締役社長 ○○○○  

            担当者 ○○○○  

  

 

 

 

収入印紙 印 
印 

印 
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提出様式② 記入例その３（交通費） 

 別記様式第６号（第５条関係） 

 

整理番号 

 

 

 

 

政務活動費 実績報告 

 

活 動 内 容 

(支出内容) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給油代（○○月分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 使途項目 

 

（○で囲む。） 

 

 

政策調査研究・政策立案活動費 

 

広聴・広報活動費 

 

活動補助費 

 

１ 調査研究費 

２ 会議費 

 

 

 

３ 広聴費 

４ 広報費 

５ 県政報告等活動費 

 

 

６ 人件費 

７ 事務費・事務所費 

８  資料購入･作成費 

９ 交通費 

 

支出年月日 

 

 ○月○日 ～ ○月○日 

 

支  出  額 

 

１０，６２５円 

 

備考(案分等) 

 

（6,250 円＋5,000 円＋5,625 円＋4,375 円）×1/2 

 

領収書等貼付欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 
     

  
     
     

 

 

 
領 収 書 

 
○○○○様 

 
金額 6,250 円 

 
但 ｶﾞｿﾘﾝ給油 50 ﾘｯﾄﾙ 

 
○○年○○月○○日 

   住所○○市○○○○ 
   氏名(株)○○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
領 収 書 

 
○○○○様 
 

金額 5,000 円 
 

但 ｶﾞｿﾘﾝ給油 40 ﾘｯﾄﾙ 
 

○○年○○月○○日 
   住所○○市○○○○ 
  氏名(株)○○○○○ 

   ※領収書が多数におよぶ場合には、別紙で添付する。 

    ※提出様式②は、月ごとに集計して提出することもできる。 
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提出様式③ 記入例 

別記様式第７号（第５条関係） 

整理番号   ○ ○ 

政務活動費 支払証明書 

 

 

 

使途項目 

 

(○で囲む) 

 

 

 

政策調査研究・政策立案活動費 

 

広聴・広報活動費 

 

活動補助費 

 

１ 調査研究費 

２ 会議費 

 

 

 

 

３ 広聴費 

４ 広報費 

５ 県政報告等活動費 

 

 

 

６ 人件費 

７ 事務費・事務所費 

８  資料購入･作成費 

９ 交通費 

 

 

支出年月日  ○○年○○月○○日 支  出  額  ５，０００円 

 

支 払 先 

 

 

 ○○○○○協会 

 

 

支 出 内 容 

 

 

 ○○○○○会議参加費 

 

 

領 収 書 が 

な い 理 由 

 

 領収書を紛失したため 

 

 

備   考 

( 案 分 等 ) 

 

 

 

 

 

 

上記のとおり支払ったことを証明します。 

                                            会派名 ○○○○ 

                      代表者 ○○○○ 

 ※提出様式④により、使途項目ごと、原則月ごとに整理することができる。 
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提出様式④ 記入例 

  

別記様式第７号の４（第５条関係） 

整理番号   ○ ○ 
 

［実費精算による自動車使用料の例］ 

 

政務活動費 支払証明書（使途項目ごと、原則月ごとの集計） 

支 出 年 月  ○○年○○月 支  出  額  １０，６２５円 

使 途 項 目  活動補助費・交通費 

備   考 

( 案 分 等 ) 

 21,250 円×1/2 

 

 

 

番号 

 

支払日 

 

支払金額 

 

支払先 

 

支出内容 

 

備 考 

 

１ 

 

○.○.○ 

 

6,250 

 

(株)○○○○ 

 

ｶﾞｿﾘﾝ 50 ㍑ 

 

領収書を紛失 

 

２ 

 

○.○.○ 

 

5,000 

 

(株)○○○○ 

 

ｶﾞｿﾘﾝ 40 ㍑ 

 

領収書を紛失 

 

３ 

 

○.○.○ 

 

5,625 

 

(株)○○○○ 

 

ｶﾞｿﾘﾝ 45 ㍑ 

 

領収書を紛失 

 

４ 

 

○.○.○ 

 

4,375 

 

(株)○○○○ 

 

ｶﾞｿﾘﾝ 35 ㍑ 

 

領収書を紛失 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計 

 

 

21,250 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のとおり支払ったことを証明します。 

                                            会派名 ○○○○ 

                      代表者 ○○○○ 
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提出様式⑤ 記入例 

別記様式第７号の２（第５条関係） 

整理番号   ○ ○ 

政務活動費 支払証明書（交通費） 

 

 ①自動車使用料の走行距離による支払 

自 動 車 使 用 年 月  ○○年○○月 

政 務 活 動 走 行 距 離 （ Ａ ）  ○○，○○○ｋｍ  

１ ｋ ｍ 当 た り 単 価 （ Ｂ ）  ○○円 

支 払 金 額 （ Ａ ） ×（ Ｂ ）  ○○○，○○○円 

 

    備   考 

 

 

  自動車使用記録簿による○○名分 

 

 

 ②公共交通機関（電車・バス等）の利用に係る支払 

利 用 年 月  ○○年○○月 

支 払 金 額 （ 月 計 ）  ○○○，○○○円 

 

    備   考 

 

 

  公共交通機関利用記録簿による○○名分 

 

 

 

上記のとおり支払ったことを証明します。 

                                            会派名 ○○○○ 

                      代表者 ○○○○ 
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提出様式⑥ 記入例 

別記様式第６号の２（第５条関係） 

整理番号   ○ ○ ［宿泊を伴う政務活動の例］ ※支払証明が必要ない場合 

 
政務活動費 実績報告（宿泊調査） 

 
使途項目 
(○で囲 
む) 

 

政策調査研究・政策立案活動費 広聴・広報活動費 

１ 調査研究費 
２ 会議費 

 

３ 広聴費 
４ 広報費 
５ 県政報告等活動費 

 

調査年月日  ○○年○○月○○日 ～ ○○年○○月○○日 （１泊２日） 

調査場所  １日目 ○○県○○市、２日目○○県○○市 

調査の相手 
 １日目 ○○県○○部○○課、○○関係者  
 ２日目 ○○県○○部○○課、○○関係者 

調査者氏名 ○○○○ 

調査目的等  ○○条例制定のための先進地調査 

 

 
 
 
調査に要した
経費 

 

 

 

経 費 の 内 容 金  額 証拠書類 

 

交通費 

 

新幹線等 ○○駅↔ ○○駅 20,000 円 領収書 

バス 

 

○○駅→○○→ 
○○○→○○○ 
→○○駅 

1,200 円 

 

領収書 

 

宿泊費 ＠10,000 円 10,000 円 領収書 

調査先へのお
土産代 

@2,000×２ 4,000 円 領収書 

  
 

 

               合    計 35,200 円   

備 考  

 

収書等貼付欄 
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

  

領 収 書 
○○○○様 

金額○○○○円 
但 ○○○○ 

 
○○年○○月○○日  

住所 ○○市○○○○ 
氏名 (株)○○○○○ 

 

 

 

 

 

領 収 書 
○○○○様 

金額○○○○円 
但 ○○○○ 

 
○○年○○月○○日  

住所 ○○市○○○○ 
氏名 (株)○○○○○ 

 

 
 

 
 
 
 
 

 
  

※領収書が添付しきれない場合は、別紙に添付 

 （注）条例別表の項目の欄に掲げる区分ごとに作成すること。 -32-



提出様式⑦ 記入例 

別記様式第７号の３（第５条関係） 

整理番号   ○ ○ 

 

政務活動費 支払証明書（宿泊調査） 

 

 

使途項目 

 

(○で囲む) 

 

 

政策調査研究・政策立案活動費 

 

広聴・広報活動費 

１ 調査研究費 

２ 会議費 

 

３ 広聴費 

４ 広報費 

５ 県政報告等活動費 

 

 

宿泊を伴う調査等に係る支出 

調査年月日  ○○年○○月○○日 ～ ○○年○○月○○日 （１泊２日） 

調査場所  新潟県新潟市 

調査の相手方  新潟県○○部○○課、新潟県○○県議団  

調査者氏名  ○○○○ 

調 査 目 的 等  観光産業振興に関する調査 

 

 

 

 

 

 

調査に要した

経費 

 

 

 

 

経 費 の 内 容 金  額 証拠書類 

 

交通費 

 

 

新幹線等 

 

 

高崎↔新潟 

 

 

15,140 円  

 

領収書不要

※公共交通機

関利用のため 

宿泊費 ＠10,500 円 １0,500 円  領収書 

調査先へのお

土産代 

＠1,500 円×１ 

 
1,500 円  領収書 

バス代 新潟駅↔○○      300 円 領収書 

    

               合    計 27,440 円   

備 考  

 

 

上記のとおり支払ったことを証明します。 

                                            会派名 ○○○○ 

                      代表者 ○○○○ 

 

 

-33-



参考様式① 記入例 

○○年○○月○○日 

 

 所 属 議 員 各 位 

 

                    会 派 名  群馬県議会 ○○○○ 

                    代表者名    ○○○○ 

 

政 務 活 動 依 頼 書 

 

 政務活動を下記のとおり依頼します。 

 

記 

 

１ 調査事項 

  県政の政策課題等に係る調査研究、政策立案、広聴・広報、その他会派代表者が特に指定 

する事項 

 

２ 調査期間 

  ○○年４月１日 から ○○年３月３１日 まで 

 

３ その他 

 （１）政務活動費の充当に当たっては、群馬県政務活動費の交付に関する条例別表に規定する   

使途基準に従うこと。 

 

 （２）各議員の事務所については、会派の地域支部として位置づけ、会派の政務活動のために使

用するものとする。 

 

 （３）その他不明な点は、会派代表者との協議により決定する。 
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参考様式② 記入例 

政務活動費 会計帳簿 

 
 【○○年○○月分】                                     【会派名：○○○○○  】 

 

月 

 

 

日 

 

 

項  目 

 

 

摘  要 

 

 

収入金額 

 

 

支出金額 
（総額） 

 

案 分 

 

 

支出額 
（按分

後） 

 

差引残高 

 

 

領収書等 
№ 

 ４  １ 政務活動費受入れ 第 1 四半期分 6,000,000      

 ４  ５ 事務費・事務所費 コピー用紙代  30,000  30,000 5,970,000   １ 

 ４  ７ 資料購入・作成費 書籍代  12,000  12,000 5,958,000   2 

 ４ 18 事務費・事務所費 賃料  180,000 1/2 90,000 5,868,000   3 

 ４ 23 調査研究費 ○○調査出張旅費  52,500  52,500 5,815,500   4 
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参考様式③ 記入例 

雇 用 契 約 書 

 ふりがな   ○○○ ○○○     生 年 月 日 

 氏  名  ○ ○ ○ ○  ○○年○○月○○日生 

 現 住 所  ○○県○○市○○町○－○－○ 

 電話番号  ○○○－○○○－○○○○ 

下記の条件で契約します。 

 雇用期間  ○○年○○月○○日 から ○○年○○月○○日 まで  

 就業場所  ○○県○○市○○町○－○－○   ○○○事務所 

 職務内容   政務活動に係る調査補助及び関係書類の作成 

 就業時間 

（休憩時間） 

 午前 ○時 ○分 から 午後 ○時 ○分 まで 

 （ 内、休憩時間は ○時○分から○時○分まで ） 

 休  日  土・日・祝日・年末年始・夏期休暇 

 給与（賃金）  月給 ○○○，○○○円  （ 時給 ○○○円 ） 

 給与支払   毎月 ○○日締切り ○○日支払い 

 給与振込先   ○○銀行 ○○支店 普通 口座番号○○○○○○ 

 そ の 他   ※特記事項を記入 

  上記契約期間満了をもって本契約を解除する。 

 

  契約書は２通作成し、双方が各１通を保管する。 

 

  ○○年○○月○○日 

 

                 雇 用 者   ○ ○ ○ ○     印 

 

                 被雇用者   ○ ○ ○ ○   印 
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参考様式④ 記入例 

職 員 従 事 協 定 書 

 

従 

 

事 

 

者 

 

 ふりがな  ○○○ ○○○     生 年 月 日 

 氏  名  ○ ○ ○ ○  ○○年○○月○○日生 

 現 住 所 
 ○○県○○市○○町○－○－○ 

              電話：○○○－○○○－○○○○ 

  従事元を甲とし、従事先を乙として、甲の上記従業員を下記条件で乙に従事 

 させます。   

 従事期間  ○○年○○月○○日 から ○○年○○月○○日 まで 

 従事場所  ○○県○○市○○町○－○－○ ○○○事務所 

 職務内容  政務活動補助事務及び後援会関係事務 

従事日・時間  毎週月曜日から金曜日まで、週○○時間以内 

 費用負担等  月額○○万円を乙が負担する 

 支払方法 

 

 当月分を翌月上旬に甲が乙に請求し、乙は甲の請求書を受理した日から

30 日以内に甲の指定口座あて支払う。 

 その他 

 

 この協定書に定めるもののほか、従事の取扱に関し疑義が生じた場

合は、甲乙協議の上これを定める。 

 

 本協定の証として、本書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保有

する。 

 

 ○○年○○月○○日 

 

 （甲） 【従事元】    従事者の雇用主  ○ ○ ○ ○  印 

 

 

 （乙）  【従事先】    会派名又は議員名 ○ ○ ○ ○  印 

 

 

 

 

-37-



参考様式⑤ 記入例 

勤 務 実 績 表 
 

○○年○○月分  氏  名  ○ ○ ○ ○ 

 

日 曜日 勤 務 時 間 業  務  内  容 

１ 月  9:00～18:00 政務活動の事務補助（要望事項の調査等） 

２ 火  9:00～18:00 政務活動の事務補助（政策会議の開催準備等）     

３ 水  9:00～18:00 政務活動の事務補助（現地調査の資料収集等）     

４ 木  9:00～18:00 政務活動の事務補助（○○問題の資料収集等） 

５ 金  9:00～18:00 政務活動の事務補助（広報紙編集作業等）         

６ 土 ～  

７ 日 ～  

８ 月  9:00～18:00 政務活動の事務補助（現地調査の報告書作成等）   

９ 火  9:00～18:00 政務活動の事務補助（○○問題の資料作成等） 

10 水  9:00～18:00 政務活動の事務補助（広報紙配布準備等） 

11 木  9:00～18:00 政務活動の事務補助（広報紙配布等   

12 金  9:00～18:00 政務活動の事務補助（会派○○連絡会議出席等） 

13 土 ～  

14 日 ～  

15 月 ～  

16 火 ～  

17 水 ～  

18 木 ～  

19 金 ～  

20 土 ～  

21 日 ～  

22 月 ～  

23 火 ～    

24 水 ～  

25 木 ～  

26 金 ～  

27 土 ～  

28 日 ～  

29 月 ～  

30 火 ～  

31 水 ～  
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参考様式⑥ 記入例 

政務活動費 自動車使用記録簿 
 

【２９年４月分】                          

【 会派名 ○○ ○○ 】 

【 議員名 ○○ ○○ 】 

使用日 行先（住所、施設名等） 使用目的 
政務活動 

走行ｷﾛ数 
使途項目 備考 

４月５日 ○○建設予定地 ○○についての調査 25  駐車場利用 

４月７日 県庁、高崎土木事務所 ○○についての打合せ 33  高速道路利用 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 
合 計 58 

 

 

※使途項目欄は使途項目が交通費の場合は空欄のままとすること。 

※この様式は参考様式であり各項目の記載があれば、様式の形式は問わない。 
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参考様式⑦ 記入例 

 

政務活動費 公共交通機関記録簿 
【３０年５月分】                          

【 会派名 ○○ ○○ 】 

【 議員名 ○○ ○○ 】 

 

 

※ 使途項目欄は使途項目が交通費の場合は空欄のままとすること。 

※ この様式は参考様式であり各項目の記載があれば、様式の形式は問わない。 

使用日 行先（住所、施設名等） 利用目的 利用区間 
支出 

金額 

使途 

項目 
備考 

５月２日 ○○省○○局 
○○についての調

査 
前橋 ⇔ 霞ヶ関 9,800  JR 東日本 

５月６日 ○○会館 ○○研修会に参加 高崎 ⇔ 東京 9,460  JR 東日本 

       

       

       

       

       

       

       

       

 合 計 19,260 円 
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参考様式⑧ 記入例 

政務活動記録簿 

 

【会派名：○○○○○ 】  

【議員名：○○○○  】  

年 月 日  ○○年○○月○○日 

場 所  ○○県○○市 

相 手 方  ○○県○○部○○課、○○県○○県議団 

参 加 者 氏 名  ○○○○、△△△△、□□□□ 

調 査 目 的 等  観光産業振興に関する調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調 査 概 要 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○○県における観光産業振興の取り組みについてのヒアリング及び 

関連施設○○センターの視察 

 

 ①○○○○○○について 

 

 ②○○○○○○について 

 

 ③○○○○○○について 

 

 説明を受け、意見交換及び現地調査を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備       考 
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参考様式⑨ 記入例 

  

調査・視察等報告書 

【会派名：○○○○○ 】 
 

調 査 ・ 視 察 等 名 外国人労働者受入促進事業及び生活支援事業に関する調査 

実 施 年 月 日 ○○年○○月○○日～○○月○○日 

場 所 ○○県○○市、○○県○○町 

相 手 方 
○○県○○部○○課長、担当者、 
ＮＰＯ法人○○専務理事、担当者 

実 施 者 氏 名 ○○○○、△△△△、□□□□ 

調 査 目 的 等 本県の進める外国人労働者受入政策の参考とするため。 

行 程 

 

 

 

 

【○月○日】 
 高崎駅－（ＪＲ）－○○駅－（バス）－○○県庁－（タクシー）－宿泊施設 

（○○市） 
 
【○月○日】 
 宿泊施設－（タクシー）－ＮＰＯ法人○○－（バス）－○○駅－（ＪＲ）－ 
 高崎駅 
 
（※ 別途、行程表を添付する場合は、「別紙行程表のとおり」でも可） 

調 査 の 概 要 
及 び 成 果 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

【○月○日】 外国人労働者受入促進事業について 
 ○○県が実施する同事業について、導入に至る経緯、事業の枠組み、現

在の運営状況等についての説明を受け、質疑応答を行った。 
 
【調査の成果と今後の取組】 
 本県は、○○県と比べ、○○○○は同じであり、○○県の取組は非常に

参考になった。 
 一方で、本県では、○○○○が課題になることも予想される。 

【○月○日】 外国人生活支援コールセンター事業について 
 ＮＰＯ法人○○が実施するワンストップコールセンター事業について、セン

ターの運営方法、実際にあった相談内容とその対応結果等についての説明

を受け、意見交換を行った。 
 
【調査の成果と今後の取組】 
 この事業は、外国人の立場に立った先進的なものであるが、一方で、年間

の総事業費は、○○億円と相当の費用が必要となっている点が課題と考え

る。 
 
（※ 必要に応じて調査実施時の写真を添付することが望ましい。） 

備       考 
 

  ※ この様式は参考様式であり、各項目の記載があれば、様式の形式は問わない。 
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